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調査票
項目番号

調査票
頁番号

1 Ⅱ．（１）② p.3

2 Ⅱ．（１）② p.3

3 Ⅱ．（１）② p.3

4 Ⅱ．（１）② p.3

5 Ⅱ．（１）② p.3

6 Ⅱ．（１）③ p.3

7 Ⅱ．（１）③ p.3

8 Ⅱ．（１）③ p.3

チェーンストア業においては、使用するエネルギーのほ
とんどが電力となっているが、会員企業が主として行う
業務により使用する機器の構成に大きな違いがあり、
また、会員企業の入退会や生活者のニーズの変化に
対応するため店舗の形態等については変化していくこ
とが考えられ、エネルギーの使用状況やエネルギー消
費原単位については変動が発生する可能性を有してい
る。
また、節電の定着に関しては、政府のエネルギー政策
が決まっていない中で、電力の安定需給のために協力
して行っているもので、電力が安定的に供給されること
になった場合を想定し、2020年目標に関しては震災前
のデータを基に計算を行っている。

目標数値に対する考え方等については、前記の通りと
なり、目標の引き上げについては不確定な要素が多く
現時点での引き上げは考えていない。

2006～2010年度平均のエネルギー原単位水準に対
して2013年度以降毎年1％の原単位改善を行うとの
前提であり、震災以降の節電効果の定着を見込ん
でいない。足下の水準から毎年1％の削減を図るべ
きではないか。

チェーンストア業においては、使用するエネルギーのほ
とんどが電力となっているが、会員企業が主として行う
業務により使用する機器の構成に大きな違いがあり、
また、会員企業の入退会や生活者のニーズの変化に
対応するため店舗の形態等については変化していくこ
とが考えられ、エネルギーの使用状況やエネルギー消
費原単位については変動が発生する可能性を有してい
ることから、全体でのエネルギー消費量を制限するより
も生産量当たりのエネルギー消費量を削減することが
適切と考えており、総量での削減目標の設定を行って
いないことについてはご理解いただきたい。

2004年1月に開催した産業構造審議会総合資源エネル
ギー調査会・自主行動計画フォローアップ合同小委員
会流通WGにおいて、エネルギー消費原単位のみが提
示できる96年度の数値を基準年とすることで了解をい
ただいている。

「節電の定着の状況・・・見えない」とあるが、個社で
実施することのハードルは高い（向こうのスーパーは
明るいのにここは暗い等）が、貴協会が先導して節
電を定着することが有効ではないか。

当協会の会員企業においては節電へのご協力を随時
行ってきていると認識している。一方で会員企業数は60
社であり、会員以外の企業に対しては節電への要請等
を行う手段がないことをご理解いただきたい。

（２）指標の選択理由

（３）現時点で最大限の対策であること

「当業界ではかねてより～、全体の平均の取組みと
して年間１％ずつの省エネを達成していくことにして
いる」としているが、2011～2013年度が1996年比
22%、23％、23%削減を達成しており、2014年度以降
を積み上げることが適当であると考える。
即ち、1996年度を基準とする場合、2014年度以降
2020年度までの7%を積み上げ、目標は29～30％を
基本として検討する必要があると考える。

2011年度のエネルギー消費原単位0.092（1996年度
比22％削減）は電力使用制限令のもと、大幅な節電
対策によるもので、節電の定着状況が見えないこと
から特異値と取扱いするとしている。しかしながら、
国の電力需給状況の発表に際して、節電は定着し
たとの見解がなされており、また、貴業界の2012・
2013年度の実績は、1996年度比23%である。即ち、
2011年度以降、貴業界においても節電は定着してい
ると考えるのが自然である。

平成２６年度評価・検証WG　事前質問・回答一覧（日本チェーンストア協会）

NO. 指 摘 回 答

１．目標設定について
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（１）目標設定の前提となる将来見通し

現時点で想定する2020年度の生産活動量見通しを
示されたい。

会員企業が主として行う事業形態や展開規模について
は、入退会による変動やお客さまからの要望による事
業活動の変化が見えないため算出が難しくなっている。

2020年時点の総量削減目標についても設定してい
ただけないか。2020年度の活動量は見込みで構い
ません。また、活動量見込みについては変動するも
のと予想されることから、目標についても活動量見
込みの変動状況によって変更すべきであり、その変
更条件（活動量変化に伴う変更方法）についても記
載すべきである。

目標水準（1996年度比▲15％）に対して2013年度実
績で既に達成済み（同▲23.7％、進捗率156％）。目
標の引き上げが可能ではないか。

96年度を基準年度としているため、96年度時点の活
動量、エネルギー消費量及び原単位についてもその
値をお示しいただきたい。

参考資料２ 
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9 Ⅱ．（１）③ p.3

10 Ⅱ．（１）③ 別紙６

11 Ⅱ．（１）③ p.3

12 Ⅱ．（２）③ p.5

13 Ⅱ．（２）③ p.5

14 Ⅱ．（２）④ p.5

15 Ⅱ．（２）⑨ p.6

16 Ⅱ．（２）⑩ p.6

17 Ⅲ． p.9-10

18 Ⅳ． p.11

19 Ⅴ． p.1

20 Ⅵ．（１） p.12

日
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Ｇ

これまで以上の省電力の圧縮機など。

（３）当年度の想定した水準と比べた実績（想定比）の評価

（４）2020年度に向けた進捗率の評価

（２）国際的なベンチマークと国内実績との比較

３．その他の取組について

「エネルギー消費原単位で0.106」としているが、2011
年度のエネルギー消費原単位0.092（1996年度比
22％削減）、2012・2013年度が1996年比23％削減の
実績となっており、2014年度の省エネ対策の取組み
を反映した見通しになっていない。見通しを改める必
要があると考える。

見通しについては、予定通りに進んでいく場合を想定し
ているので、ご理解いただきたい。

（１）カバー率の向上
（２）2020年以降の低炭素社会実行計画・削減目標の検討状況

「本年度より提出企業の実績値となり」とあるが、昨
年度まではどのような形でデータ収集していたのか
記載いただきたい。

昨年度までは電力使用量等に関するアンケートを実施
の上、全体量を拡大推計していたが、今年度より提出
のあった企業のデータを拡大推計することなく実数で提
出している。

2013年度の生産活動量の概況について記載いただ
きたい。特に、別紙4-1では2012年度から2013年度
にかけて過去にない割合の活動量増加が見られる
が、その要因等について言及いただきたい。

年間営業時間に関しては大きな変動がないため、延床
面積の変動分によるものとなる。

BATの項目に関しては会員企業の取組のヒアリング等
を実施しながら検討していきたい。

（４）ＢＡＴが現時点で最先端の技術であること

（１）原単位変化の要因

ＢＡＴとして記載された対策（店舗照明のLED化、ス
マートメーター等の制御機器の導入）による2020年
度の削減見込量と、それらが国際的にみて最先端
の技術であることを示すとともに、他にＢＡＴとして挙
げるべき対策がないか検討すべき。

（３）中小企業等への取組の水平展開

（５）製品のライフサイクル、サプライチェーン全体での削減効果の評価

（６）海外での削減貢献の取組

温室効果ガス削減の観点から、空調や冷蔵・冷凍設
備等に関してノンフロン・低フロン製品の導入を図る
とともに、冷媒ガスの漏洩防止に努めるべき。

会員企業においては、これまでも冷媒ガスの漏洩防止
に努めてきているが、来年4月からのフロン排出抑制法
の施行に向けて準備等を進めており、冷媒の漏洩防止
に一層の努力をしていく。

進捗率が155%となっており、目標値の積み上げが必
要と考える。基準及び目標値設定の基本的考え方
は、前出の通り。

目標数値に対する考え方等については、前記の通りと
なり、目標の引き上げについては不確定な要素が多く
現時点での引き上げは考えていない。

国際的なデータが見当たらないとのことだが、個社
間での比較を検討すべき。

企業ごとに主として行っている業態に差があるため、個
社ごとの比較については考えていない。

環境配慮型商品の開発・販売、レジ袋の無料配布
中止、簡易包装の実施等を挙げている。削減見込
量を示せないか。

「別紙６：実施した対策、投資額と削減効果」におい
て、省エネ型照明・空調設備・冷凍冷蔵設備とある
が、「省エネ」と定義する効率等はどの程度か。「省
エネ型照明の導入」は100％となっているが、近年、
LED照明が高効率の省エネ型照明と考えられる。設
備・機器の効率は向上しており、技術の進展を考慮
して対策のメニュー及び実施率を見直しする必要が
ある。

２．2013年度の取組実績について

（４）消費者の取組に繋がる仕組み作り・情報発信

（７）革新的技術に関する取組

正確な削減量の把握は困難となっている。

海外におけるデータがないとのことだが、例えば海
外出店店舗における省エネ設備導入等の取組を示
せないか。

次年度のフォローアップの調査の際に情報が入手可能
かどうかも含めて課題とさせていただきたい。

新しい技術開発とは具体的にどのようなものを指す
のか。

策定に向けた具体的な検討スケジュールを示すべ
きではないか。

2020年以降の取組については、資料を提出しているの
でご確認いただきたい。



3

21 Ⅱ．（３）

22 Ⅰ．（３）① 別紙１

23 Ⅰ．（３）② 別紙２

24 Ⅰ．（３）② 別紙２

25 Ⅱ．（２）② p.5
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別紙２：各企業の目標水準及び実績値において、目
標指標を電力使用量としている企業がある。省エネ
法においても電気及び燃料の使用量の合理化を求
めており、燃料の使用量を含めて目標設定する必要
があると考える。

各企業が個別に取り組み課題として作成しているもの
であるので、ご理解いただきたい。

（５）その他

「東日本大震災により電力使用量のデータがない」と
あるが、電力会社に請求すれば、一定程度過去の
データの入手が可能である。

今年度調査に関しては欠損がなくデータの収集ができ
ているのでご理解いただきたい。

別紙２の各企業の目標水準及び実績値は、一部の
業界の一部の企業しか記載されていない。当委員
会の目的である業界の目標設定の妥当性や取組み
状況を検証するため、すべての企業を記載していた
だきたい。

会員企業においては、独自の目標を立てて実行してい
る企業や、当協会の目標を目標としているところがあ
り、また、企業により目標について非公表としているとこ
ろもあるのでご理解いただきたい。

別紙１：低炭素社会実行計画参加者リストにおい
て、事業所に記載がない。原油換算エネルギー使用
量が1,500kl/年以上となる事業所（省エネ法のエネ
ルギー管理指定工場等）に該当がある場合、「事業
所名」と「排出量」欄に記載していただきたい。

会員企業の店舗数が多いため、企業名のみの記載で
ご理解いただきたい。

本社部門のCO2削減についての工夫が今一つ不足
しているように思われる。きめ細かい分析をしてほし
い。別の調査によれば、社内の総点検によって数倍
もエネルギー消費が異なるような事例が報告されて
いる。

会員企業においては、省エネのためにできるところから
削減していくとの考えで、既に本部事務所、店舗事務
所、バックヤードから電力使用の削減を行ってきてい
る。
削減量に関しての数値的なデータはないが、小まめな
消灯、不要部分の消灯、空調設定温度の適正化などを
行ってきており、十分な成果は出ていると理解してい
る。



4

調査票
項目番号

調査票
頁番号

1 Ⅱ．（１）② p.3

2 Ⅱ．（１）② p.3

3 Ⅱ．（１）③ p.3

4 Ⅱ．（１）③ p.3

5 Ⅱ．（１）③ p.3

6 Ⅱ．（１）③ p.3

7 Ⅱ．（１）③ p.3

8 Ⅱ．（１）③ p.3

「エネルギー消費量の相関として、現行の「床面積
×営業時間」よりも「売上高」のほうが相関は強く
なっている」としている。その根拠として、加盟各社に
ついて、①「床面積×営業時間」②「売上高」の2010
～2013年の推移はどうなっているか。

日銀が年率2%の物価上昇率を目標に掲げ、金融緩
和政策を取っている中、年率2%の物価上昇が実現し
たと仮定すると、この先5年間で10%程度売上高が
（同じものを売っていても）上昇する。売上高を目標
指標に含める場合は物価上昇率の変動に指標が左
右されるため、そのあたりの認識を詳しく記載いただ
きたい。
また、売上高は消費税込みか抜きか。

（３）現時点で最大限の対策であること

「省エネ法に準じて毎年１％の改善を目標値＝約
10％」としているが、2013年度実績は既に10.3％削
減であり、目標を達成しており、さらなる積み上げが
可能と考える。2014年度以降、加盟社において省エ
ネ機器及び自然エネルギーの導入等の省エネ対策
を、どの程度実施することにしているか。また、その
削減効果はどの程度になるか。

目標水準については、「省エネ法に準じて毎年１％
の改善に努める」としており、2014年度以降の加盟
社の省エネ対策とその効果を考慮して、目標設定を
検討する必要がある。

2010年度のエネルギー原単位水準に対して毎年
1％の原単位改善を行うとの前提であり、震災以降
の節電効果の定着を見込んでいない。足下の水準
から毎年1％の削減を図るべきではないか。

（２）指標の選択理由

事業内容が年々複雑化している中で、売り上げを原
単位に用いたことは評価したい。ただし従来のもの
と比較可能な指標は併記してほしい。

資料に参考数値として記載いたします。なお、変更前の
目標値（床面積×営業時間当たりのエネルギー消費量
において、1990年度比23％削減）では、2013年度は
「31.1％」と大幅な削減となりました。

2020年時点の総量削減目標についても設定してい
ただけないか。2020年度の活動量及びカバー率は
見込みで構いません。また、活動量見込みについて
は変動するものと予想されることから、目標について
も活動量見込みの変動状況によって変更すべきで
あり、その変更条件（活動量変化に伴う変更方法）に
ついても記載すべきである。

平成２６年度評価・検証WG　事前質問・回答一覧（日本フランチャイズチェーン協会）

NO. 指 摘 回 答

１．目標設定について
（１）目標設定の前提となる将来見通し

現時点で想定する2020年度の生産活動量見通しを
示されたい。
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9 Ⅱ．（１）③ p.4

10 Ⅱ．（１）③ p.4

11 Ⅱ．（２）③ p.5

12 Ⅱ．（２）④ p.6

13 Ⅱ．（２）⑧ p.6

14 Ⅱ．（２）⑧ p.7

15 Ⅱ．（２）⑨ p.7

16 Ⅱ．（２）⑩ p.8

17 Ⅲ．

18 Ⅳ． p.11

（４）2020年度に向けた進捗率の評価

目標水準（2010年度比▲10％）に対して2013年度実
績で既に達成済み（同▲10.3％、進捗率107％）。目
標の引き上げが可能ではないか。

（５）製品のライフサイクル、サプライチェーン全体での削減効果の評価

他部門での貢献の例としてATMが挙げられている
が、ATMが使用する電力は店舗で使用する電力の
内数ではないか。「他部門」だとすると、これまでに
ATMがエネルギー使用量増要因と説明していたこと
と矛盾するので確認いただきたい。

（６）海外での削減貢献の取組

特段の記載がないが、例えば海外出店店舗におけ
る省エネ設備導入等の取組を示せないか。

（７）革新的技術に関する取組

原単位増要因としてATM導入店舗の拡大とあるが、
大手チェーンについてはATM導入率が90%を超えて
おり、今後の導入拡大余地は小さいのではないか。
ATMを含む他の要因（店内調理、設備増設等）につ
いても、ここで挙げられているのは全て「エネルギー
消費量増加要因」であり、「エネルギー消費原単位
増加要因」ではない。消費するエネルギーに応じた
売上があれば原単位は悪化しない。貴会の目標指
標であるエネルギー消費原単位の見通しについて
記載いただきたい。

２．2013年度の取組実績について
（１）原単位変化の要因

「円安に伴う国内景気の低迷」との記載があるが、
円安により国内経済は総体としては緩やかな上向き
傾向にあるというものが政府や日銀の見解だと認識
しているが、何をもって円安が国内景気の低迷に繋
がるのか（これは一般論ではないので）詳しくご説明
いただきたい。

（２）国際的なベンチマークと国内実績との比較

特段の記載がないが、個社間での比較を検討すべ
き。

（３）当年度の想定した水準と比べた実績（想定比）の評価

FFコーヒーが原単位増要因として各所で挙げられて
いるが、どの程度原単位が増加するのか、定量的な
分析をしているのであれば、記載いただきたい。ま
た、「原単位における省エネ効果が見込み以上に進
んだこと」の詳細を記載いただきたい（どのような要
因で原単位が改善したか）。

想定比345%と見込みを大幅に超過する数値となって
いる。LED照明の導入等の省エネ対策の実施状況
は、想定時と実績時でどの程度異なるのか。

温室効果ガス削減の観点から、空調や冷蔵・冷凍設
備等に関してノンフロン・低フロン製品の導入を図る
とともに、冷媒ガスの漏洩防止に努めるべき。

（４）ＢＡＴが現時点で最先端の技術であること

ＢＡＴとして記載された対策（省エネ機器や自然エネ
ルギーの導入）についてより具体的に記載いただき
たい。また、ＢＡＴによる2020年度の削減見込量と、
それらが国際的にみて最先端の技術であることを示
すとともに、他にＢＡＴとして挙げるべき対策がない
か検討すべき。

日
本
フ
ラ
ン
チ
ャ
イ
ズ
チ

ェ
ー

ン
協
会

流
通
・
サ
ー

ビ
ス
Ｗ
Ｇ
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19 全般

20 Ⅱ．（３）

21 Ⅰ．（３）① 別紙１

22 Ⅰ．（３）② 別紙２

本社部門のCO2削減についての工夫が今一つ不足
しているように思われる。きめ細かい分析をしてほし
い。別の調査によれば、社内の総点検によって数倍
もエネルギー消費が異なるような事例が報告されて
いる。

本社・事務所等については、自社ビルを除き、照明・空
調等のエネルギー使用は一括管理されているケースが
多く、各社の努力が反映され難いことや数値の把握が
困難であること等から、協会統一の目標設定は行って
いない。しかし、各社とも以下の取組みを行う等、積極
的に節電対策に取組んでいるところである。

別紙１：低炭素社会実行計画参加者リストにおい
て、事業所に記載がない。原油換算エネルギー使用
量が1,500kl/年以上となる事業所（省エネ法のエネ
ルギー管理指定工場等）に該当がある場合、「事業
所名」と「排出量」欄に記載していただきたい。

別紙２の各企業の目標水準及び実績値は、一部の
業界の一部の企業しか記載されていない。当委員
会の目的である業界の目標設定の妥当性や取組み
状況を検証するため、すべての企業を記載していた
だきたい。

（２）2020年以降の低炭素社会実行計画・削減目標の検討状況
（３）中小企業等への取組の水平展開
（４）消費者の取組に繋がる仕組み作り・情報発信
（５）その他

全体的にはよくできていると評価する。
コンビニエンスストアの取組みにつき、評価いただき、あ
りがとうございます。引き続き、省エネ対策に取組んで
参ります。

（１）カバー率の向上
３．その他の取組について

日
本
フ
ラ
ン
チ
ャ
イ
ズ
チ

ェ
ー

ン
協
会

流
通
・
サ
ー

ビ
ス
Ｗ
Ｇ
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

1 Ⅱ．（１）② p.5

2 Ⅱ．（１）② p.5

3 Ⅱ．（１）② p.5

4 Ⅱ．（１）② p.1

5 Ⅱ．（１）③ p.5

6 Ⅱ．（１）③ p.6

7 Ⅱ．（１）③ p.6

8 Ⅱ．（１）③ p.6

9 Ⅱ．（２）③ p.9

（１）原単位変化の要因

生産活動量、エネルギー消費量（原単位）、CO2排
出量（原単位）それぞれにおいて、定性的な実績回
答のみならず実績を定量的に示して報告いただきた
い。

実績は定量的に報告している

２．2013年度の取組実績について

（２）指標の選択理由

「延床面積×営業時間」当たりのエネルギー消費量
をエネルギー原単位として、目標指標としている。エ
ネルギー原単位は、省エネ努力を反映できるものと
されているが、2008年度から2012年度において、貴
業界の参加企業各社が取組んだ省エネ対策による
削減効果と、目標指標の推移はどうなっているか。

・照明の間引き
・LED照明の導入
・人感センサーの導入
・空調機内エアーフィルターの清掃
・空調温度設定の変更
・デマンド監視装置によるピーク電力の管理

（３）現時点で最大限の対策であること

2012・13年度実績は、既に基準年度比▲24.7％、▲
29.7％であり、これまでの省エネ対策の取組み成果
により、目標を達成している。2014年度以降、貴業
界の省エネ対策の取組み計画（達成目標）及び省エ
ネ効果見込みを考慮し、目標設定の見直しを検討す
る必要があると考える。

2012-13年度は東日本大震災後の節電効果によるもの
が多く、当面は目標設定の見直しを検討する予定はな
い。

目標設定が13%で妥当であるとするならば、現状より
原単位が大幅に悪化することが想定される具体的な
事象がいつ起きるのかを明示し、当該事象による原
単位悪化量を定量的に明示したシナリオをお示しい
ただきたい。なお、そのシナリオにおいては、具体的
なBAT等を挙げ、それらによる削減量を考慮した上
での水準であることをお示しいただきたい。

SCは建物構造や規模、運営母体など複雑なケースが
多く、省エネ法の指定事業工場からみても第一種、第
二種以外の事業所（SC）が多い。第一種、第二種指定
の事業所（SC）においてはかなり早い時期から省エネな
どに取り組み努力を重ねてきたが、今後の参加企業は
第一種、第二種以外の、省エネなどの取り組みがこれ
からの事業所（SC）が考えられるため。

（４）ＢＡＴが現時点で最先端の技術であること

ＢＡＴまたはベストプラクティスを示されたい。
・共用部・テナントにLED照明の導入
・人感センサーの導入
・デマンド監視装置によるピーク電力の管理

（１）目標設定の前提となる将来見通し

現時点で想定する2020年度の生産活動量見通しを
示されたい。

平成２６年度評価・検証WG　事前質問・回答一覧（日本ショッピングセンター協会）

NO. 指 摘 回 答

１．目標設定について

日
本
シ

ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー

協
会

流
通
・
サ
ー

ビ
ス
Ｗ
Ｇ

「原単位算出の際に用いる係数を、基準年と同一の
ものとする。」と熱量係数については前提条件を記
載いただいているが、貴会においては原単位を目標
指標とされていることから、活動量（営業時間や床面
積）の変動により目標指標の年度値が変動するので
はないか。いかなる変動があった場合でも目標水準
は達成するとのお考えであれば良いが、活動量の
変動に伴い目標水準を変更し得るとのお考えである
のならば、設定した目標水準は、具体的にどの程度
の活動量変動範囲において設定したものか、定量
的な前提条件をお示しいただきたい。

原単位の計算式に活動量が入っているため、活動量
（営業時間や床面積）の変動はあると考えている。よほ
ど大きな変動がない限り目標達成に向けた努力を行
なっていく。

2005年度のエネルギー原単位水準に対して毎年
1％の原単位改善を行うとの前提だが、▲13％とす
る根拠を示されたい（毎年1％であれば▲15％では
ないか）。また、震災以降の節電効果の定着を見込
んでいない。足下の水準から毎年1％の削減を図る
べきではないか。

2005年度を基準年としているので、2005年の原単位か
ら2008～2012年で毎年1％の原単位改善、2013～2020
年でも毎年1％の原単位改善、合計で▲13％となる。

「この理由は、エネルギー量調査は全ディベロッパー
会員に協力してもらうことをめざしているが、現状で
は参加率（32%）が低く」とのことだが、参加率が目標
設定に影響するのはなぜか。参加されている会員企
業の総体としての目標ではなく、非参加企業におけ
るエネルギー消費量までも目標の範囲をしているの
か。

SCは建物構造や規模、運営母体など複雑なケースが
多く、省エネ法の指定事業工場からみても第一種、第
二種以外の事業所（SC）が多い。第一種、第二種指定
の事業所（SC）においてはかなり早い時期から省エネな
どに取り組み努力を重ねてきたが、今後の参加企業は
第一種、第二種以外の、省エネなどの取り組みがこれ
からの事業所（SC）が考えられるため。
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10 Ⅱ．（２）④ p.10

11 Ⅱ．（２）⑩ p.11

12 Ⅲ． p.16

13 Ⅳ． p.17

14 Ⅴ． p.18

15 Ⅰ．（４） p.3

16 Ⅰ．（４） p.3

17 Ⅵ．（１） p.19

18 Ⅵ．（２） p.20

日
本
シ

ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー

協
会

流
通
・
サ
ー

ビ
ス
Ｗ
Ｇ

３．その他の取組について
（１）カバー率の向上

カバー率は売上高で60％（企業数では31％）。引き
続きカバー率向上に取り組むべきではないか。

2008年の395SCから2013年の515SCに増加した。SC数
で見ると120SC増えている。引き続き、参加企業拡大の
ためセミナー等を中心とした取組を行っていく。

「会員企業に排出削減取組を喚起・促進する際の働
きかけとして、～～と誌面で訴えた」といったように、
具体的にPR先とテーマを絞り込み、踏み込んだ取組
を行われているが、実際にカバー率は向上したか。
取組による効果についても検証を行い、ご教示いた
だきたい。

参加SC数は、2010年375SC、2011年459SC、2012年
494SC、2013年515SCとカバー率は向上している。

（６）海外での削減貢献の取組

特段の記載がないが、例えば海外出店店舗におけ
る省エネ設備導入等の取組を示せないか。

（７）革新的技術に関する取組

（２）2020年以降の低炭素社会実行計画・削減目標の検討状況

策定に向けた具体的な検討スケジュールを示すべ
きではないか。

示した。

（３）中小企業等への取組の水平展開
（４）消費者の取組に繋がる仕組み作り・情報発信

ショッピングセンターのように、店舗周辺地域におけ
る住民が多く来店する施設においては低炭素社会
の実現に向けた取組事例や、家庭における低炭素
化の活動を促すような取組が極めて重要であると考
える。このため、各社各店舗で実施されている低炭
素社会の実現に向けた普及啓発等の取組につい
て、具体的事例をお示しいただきたい。

会員企業にクールシェア・ウォームシェアへの参加を呼
びかけ、SC館内に協会が作成したポスターを掲示、地
域生活者への節電活動の普及啓蒙となった。会員各社
の取組としては、例えば、SC内に環境への取組を地域
住民に伝える「エコインフォメーション」を設置する事例
がある。

ショッピングセンターは１施設当たりの規模（床面積
など）が大きいことから、更なるCO2削減に向けては
各社における技術開発のみならず先進的取組の実
施が重要であると考えられる。このため、今後試験
的に実施する予定の先進的取組等について検討
し、記載いただきたい。

会員各社は積極的な省エネ機器や技術の導入や更
新、新設時における省エネ構造設計などを通じてＣＯ２
削減に取り組んでいる。協会としては、セミナー等で最
新機器の紹介をしているが、業界として技術開発に取
組むことはしていない。

特段の記載がないが、例えば環境配慮型商品の開
発・販売、レジ袋の無料配布中止、簡易包装の実施
等の取組を示せないか。

ＳＣディベロッパーは自らＣＯ２削減に取り組むととも
に、消費者や地域生活者に対して商品やサービスを提
供するテナント（小売業者など）と一緒になってＣＯ２削
減に取り組んでいる。また、ＳＣ内で働く清掃業者、警備
会社などのステークホルダーともＣＯ２削減の目標を共
有化している。

（２）国際的なベンチマークと国内実績との比較

国際的なデータが存在しないとのことだが、個社間
での比較を検討すべき。

（３）当年度の想定した水準と比べた実績（想定比）の評価
（４）2020年度に向けた進捗率の評価

目標水準（2005年度比▲13％）に対して2013年度実
績で既に達成済み（同▲29.7％、進捗率225％）。目
標の引き上げが可能ではないか。

SCは建物構造や規模、運営母体など複雑なケースが
多く、省エネ法の指定事業工場からみても第一種、第
二種以外の事業所（SC）が多い。第一種、第二種指定
の事業所（SC）においてはかなり早い時期から省エネな
どに取り組み努力を重ねてきたが、今後の参加企業は
第一種、第二種以外の、省エネなどの取り組みがこれ
からの事業所（SC）が考えられるため。

（５）製品のライフサイクル、サプライチェーン全体での削減効果の評価
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19 Ⅱ．（３）

20 Ⅰ．（３）① 別紙１

21 Ⅰ．（３）② 別紙２

22 Ⅱ．（２）① p.8

23 Ⅱ．（２）⑤ p.10

24 Ⅱ．（２）⑦ p.10

日
本
シ

ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー

協
会

流
通
・
サ
ー

ビ
ス
Ｗ
Ｇ

全業種、目標指標の如何を問わず報告を求めてい
るところである。調整後排出係数を用いて算出した
CO2排出量、前年度比、基準年度比についてご報告
いただきたい。

別紙２の各企業の目標水準及び実績値は、一部の
業界の一部の企業しか記載されていない。当委員
会の目的である業界の目標設定の妥当性や取組み
状況を検証するため、すべての企業を記載していた
だきたい。

記載した。なお、基準年度については当該データがなく
記載できない。

「別紙６：実施した対策、投資額と削減効果」に記載
がない。
各社の積極的な省エネ機器の導入や更新、新設時
における省エネ構造設計などに取組み、さらに2011
年度の東日本大震災後は、各ＳＣの節電や省エネ
が寄与し、2005年度以来のエネルギー原単位は一
貫して減少し続けているとしている。2005年度以降、
低炭素社会実行計画参加者企業が取り組んでき
た、節電・省エネ対策のメニューを教えてください。ま
た、その省エネ対策のメニュについて、参加企業全
体の達成状況（実施率）はどうなっているか。

・照明の間引き
・LED照明の導入
・人感センサーの導入
・空調機内エアーフィルターの清掃
・空調温度設定の変更
・デマンド監視装置によるピーク電力の管理

別紙６に記載がない。
各ＳＣで照明のLED化が一気に進展し、現在も進行
としており、エネルギー使用の合理化が進むと考え
られる。2014年度以降、貴業界の参加企業各社が
取組む、省エネ対策のメニューと今後の計画・達成
目標等を教えてください。

・共用部・テナントにLED照明の導入
・人感センサーの導入
・デマンド監視装置によるピーク電力の管理

アンケート項目にないため、記載できない。

（５）その他

本社部門のCO2削減についての工夫が今一つ不足
しているように思われる。きめ細かい分析をしてほし
い。別の調査によれば、社内の総点検によって数倍
もエネルギー消費が異なるような事例が報告されて
いる。

ショッピングセンター（以下SC）の場合、大手以外はSC
内に本社が入っているケースが多く、提出しているエネ
ルギー調査報告に含まれていると考えられる。（参考）
2014年7月末現在、SC数3161SCのうち、41.7％、ディベ
ロッパー数1,274社のうち91.7％を大手以外が占める。

別紙１：低炭素社会実行計画参加者リストにおい
て、事業所に記載がない。原油換算エネルギー使用
量が1,500kl/年以上となる事業所（省エネ法のエネ
ルギー管理指定工場等）に該当がある場合、「事業
所名」と「排出量」欄に記載していただきたい。

個別データは公表しない前提でアンケートを実施したた
め、記載できない。
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

1 Ⅱ．（１）② p3

2 Ⅱ．（１）② p3

3 Ⅱ．（１）③ p.1

4 Ⅱ．（１）③ p3

5 Ⅱ．（１）③ p3

6 Ⅱ．（１）③ p4

7 Ⅱ．（２）③ p.7

8 Ⅱ．（２）④ p8

9 Ⅱ．（２）⑩ p9

10 Ⅲ． p12-13

（５）製品のライフサイクル、サプライチェーン全体での削減効果の評価

（６）海外での削減貢献の取組
（７）革新的技術に関する取組

業界間での比較が難しい場合、個社での比較につ
いても検討すべき。

今後検討。

（３）当年度の想定した水準と比べた実績（想定比）の評価
（４）2020年度に向けた進捗率の評価

目標水準（1990年度比▲20％）に対して2013年度実
績で既に達成済み（同▲28.5％、進捗率142％）。目
標の引き上げが可能ではないか。

2030年まので長期スパンで目標を設定した。引き上げ
を今後検討する。

1990年度のエネルギー原単位水準に対して毎年
1％の原単位改善を行うとの前提だが、▲20％とす
る根拠を確認（毎年1％であれば30％ではないか）。
また、震災以降の節電効果の定着を見込んでいな
い。足下の水準から毎年1％の削減を図るべきでは
ないか。

・店舗におけるエネルギー消費原単位（床面積×営業
時間当たりのエネルギー消費量）を指標として業界全
体で、目標年度（2020年度）において、基準年度（1990
年度）比20％減とする。ただし、2030年の削減目標を
38％と設定し、1990年度を基準年度とし、2013年度まで
のエネルギー消費原単位の平均削減率（1.2％）を積み
重ねることで、目標水準を達成していきたい。

（２）指標の選択理由

2020年時点の総量削減目標についても設定してい
ただけないか。2020年度の活動量及びカバー率は
見込みで構いません。また、活動量見込みについて
は変動するものと予想されることから、目標について
も活動量見込みの変動状況によって変更すべきで
あり、その変更条件（活動量変化に伴う変更方法）に
ついても記載すべきである。

経済状況が不明なため、目標設定は現段階では出来
ない。

（３）現時点で最大限の対策であること

2012・13年度実績は、既に▲27.2％、▲28.5％であ
り、これまでの省エネ対策の取組み成果により、目
標を達成している。2014年度以降、貴業界の省エネ
対策の取組み計画（達成目標）及び省エネ効果見込
みを考慮し、目標設定の見直しを検討する必要があ
ると考える。

今回、2030年目標（削減目標を38％）を設定し、基準年
度（1990年度）に対し、2013年度までのエネルギー消費
原単位の平均削減率（1.2％）を積み重ねることで、目標
水準を達成することとした。よって、2012,2013年はすで
に達成していることから、再度検討を行うこととする。

（４）ＢＡＴが現時点で最先端の技術であること

ＢＡＴまたはベストプラクティスを示されたい。 データがないため削減見込み量はわからない。

高効率製品の販売や納品車両の天然ガス化などの
取組をすすめているが、一定の前提を示した上で、
削減見込量を試算できないか。

メーカー等に協力を依頼し、今後検討。

２．2013年度の取組実績について

「床面積×営業時間」当たりのエネルギー消費量を
目標指標としている。2008年度から2012年度におい
て、貴業界の参加企業各社が取組んだ省エネ対策
による削減効果と、目標指標の推移はどうなってい
るか。

データがなし

平成２６年度評価・検証WG　事前質問・回答一覧（日本百貨店協会）

NO. 指 摘 回 答

１．目標設定について
（１）目標設定の前提となる将来見通し

現時点で想定する2020年度の生産活動量見通しを
示されたい。

・追加済み

日
本
百
貨
店
協
会

流
通
・
サ
ー

ビ
ス
Ｗ
Ｇ

（１）原単位変化の要因

実績数値しか記載がないが、増減の要因分析や今
後の見通しについて記載されたい。

エネルギー消費原単位の平均削減率（1.2％）を積み重
ね対応。

（２）国際的なベンチマークと国内実績との比較
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11 Ⅵ．（１） p16

12 Ⅱ．（３）

13 Ⅰ．（３）① 別紙１

14 Ⅰ．（３）② 別紙２

15 Ⅱ．（２）⑤ p.8

16 Ⅱ．（２）⑦ p.8

別紙２の各企業の目標水準及び実績値は、一部の
業界の一部の企業しか記載されていない。当委員
会の目的である業界の目標設定の妥当性や取組み
状況を検証するため、すべての企業を記載していた
だきたい。

業界目標を設定し取組みを進めており、会員企業の個
社データを把握していない。来年度の調査より対応した
い。

「別紙６：実施した対策、投資額と削減効果」に記載
がない。これまでに、先進的な省エネ設備の導入や
既存店舗のリニューアルに伴う省エネ設備・機器の
更新を行い、2008年度から2012年度までの自主行
動計画において5年間平均で18%の削減を達成した
としている。これまで（2008年度から2012年度、また
は2008年度以前も含む）において、貴業界の参加企
業各社が取組んできた、省エネ対策のメニューを教
えてください。また、その省エネ対策のメニュについ
て、参加企業全体の達成状況（実施率）はどうなって
いるか。

・実施率を記入済
・実施状況別の削減効果は一部のみ記入。

別紙６に記載がない。
百貨店の店舗は、築年数がかなり古い施設が多く、
熱源機器、空調システム等の更新が遅れている店
舗もあることから、耐震改修や大規模リニューアル
時に、老朽化機器の高効率機器への積極的な更
新、運用システムの見直し、改善等に取組むとして
おり、エネルギー使用の合理化が進むと考えられ
る。2014年度以降、貴業界の参加企業各社が取組
む、省エネ対策のメニューと今後の計画・達成目標
等を教えてください。

・実施率を記入済
・実施状況別の削減効果は一部のみ記入。

別紙１：低炭素社会実行計画参加者リストにおい
て、事業所に記載がない。原油換算エネルギー使用
量が1,500kl/年以上となる事業所（省エネ法のエネ
ルギー管理指定工場等）に該当がある場合、「事業
所名」と「排出量」欄に記載していただきたい。

３．その他の取組について
（１）カバー率の向上
（２）2020年以降の低炭素社会実行計画・削減目標の検討状況

2030年度の生産活動量（床面積×営業時間）あたり
のエネルギー消費量を1990年度38％削減との目標
であるが、この目標に合わせる形で、2020年度の目
標水準を見直すことはできないか。

2030年まので長期スパンで目標を設定した。引き上げ
を今後検討する。

（３）中小企業等への取組の水平展開
（４）消費者の取組に繋がる仕組み作り・情報発信
（５）その他

本社部門のCO2削減についての工夫が今一つ不足
しているように思われる。きめ細かい分析をしてほし
い。別の調査によれば、社内の総点検によって数倍
もエネルギー消費が異なるような事例が報告されて
いる。

本社部門は、店舗と同じ建物にあり、お客様スペースは
快適さを重視していることから極力、後方部門にて省エ
ネを実施してきた。震災の緊急時に取組んだ節電は継
続実施しており、何時時点での事例なのか教えていた
だきたい。

日
本
百
貨
店
協
会

流
通
・
サ
ー

ビ
ス
Ｗ
Ｇ
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

1 Ⅱ．（１）② p3

2 Ⅱ．（１）③ p.1

3 Ⅱ．（１）③ p3

4 Ⅱ．（１）③ p3

5 Ⅱ．（１）③ p4

6 Ⅱ．（２）④ p6

7 Ⅱ．（２）⑩ p9

8 Ⅲ． p.1

9 Ⅳ．

10 Ⅴ． p.1

設定根拠の欄に「各種機器の入替え」と記載がある
ので、それら機器についてどのような効率水準のも
のを採用するのか、指針を定め、この欄に記載してく
ださい。

生産性向上設備投資促進税制における先端設備や、フ
ロン法改正への対応など、厚生労働省、環境省等から
の依頼に基づき会員企業へ周知しており、今後も継続
していきます。

（６）海外での削減貢献の取組

（１）原単位変化の要因
（２）国際的なベンチマークと国内実績との比較

業界間での比較が難しい場合、個社での比較につ
いても検討すべき。

来年度の調査においては、個社での比較についても検
討できるよう対応を進めていきたいと考えています。

（３）当年度の想定した水準と比べた実績（想定比）の評価
（４）2020年度に向けた進捗率の評価

目標水準（2004年度比▲18％）に対して2013年度実
績で既に達成済み（同▲24.1％、進捗率134％）。目
標の引き上げが可能ではないか。

2020年度以降の目標を現在検討中であり、目標の引き
上げについても会員企業および業界団体執行部におい
て検討を行いたいと思います。

（５）製品のライフサイクル、サプライチェーン全体での削減効果の評価

近年ドラッグストアでは薬品や洗剤等だけではなく、
文房具・電球・食品等、幅広い商品を扱うようになっ
ています。LED電球等低炭素製品を扱うケースも多
くなっていると考えられることから、この項目で何ら
か言及していただきたい。

すでにシャンプー、リンスや各種洗剤などの商品では詰
め替え容器の販売が定着してきています。LED電球等
の低炭素製品に関しても同様に定着することで、CO2削
減に貢献できると考えています。

海外におけるデータがないとのことだが、例えば海
外出店店舗における省エネ設備導入等の取組を示
せないか。

来年度以降の対応として、海外に出店を行なっている
企業に対して、情報提供が可能か確認を行いたいと考
えています。

（７）革新的技術に関する取組

（３）現時点で最大限の対策であること

2012・13年度実績は、既に基準年度比▲20.6％、▲
24.1％であり、これまでの省エネ対策の取組み成果
により、目標を達成している。2014年度以降、貴業
界の省エネ対策の取組み計画（達成目標）及び省エ
ネ効果見込みを考慮し、目標設定の見直しを検討す
る必要があると考える。

2020年度以降の目標を現在検討中であり、目標の引き
上げについても会員企業および業界団体執行部におい
て検討を行いたいと思います。

（４）ＢＡＴが現時点で最先端の技術であること

ＢＡＴまたはベストプラクティスを示されたい。
流通業界として取り入れることが出来るBAT、ベストプラ
クティスとしてどういったものが可能なのか検討したいと
思います。

（１）目標設定の前提となる将来見通し

現時点で想定している2020年度の生産活動量、エ
ネルギー消費量等の見通しの設定根拠を示された
い。

ドラッグストア業態としての店舗構造や提供サービスに
劇的な変化が無い前提で、現在売上高ベースで7割弱
のカバー率を８割に上げられた場合の値を想定してい
ます。

平成２６年度評価・検証WG　事前質問・回答一覧（日本チェーンドラッグストア協会）

NO. 指 摘 回 答

１．目標設定について

日
本
チ

ェ
ー

ン
ド
ラ

ッ
グ
ス
ト
ア
協
会

流
通
・
サ
ー

ビ
ス
Ｗ
Ｇ

２．2013年度の取組実績について

（２）指標の選択理由

2020年時点の総量削減目標についても設定してい
ただけないか。2020年度の活動量及びカバー率は
見込みで構いません。また、活動量見込みについて
は変動するものと予想されることから、目標について
も活動量見込みの変動状況によって変更すべきで
あり、その変更条件（活動量変化に伴う変更方法）に
ついても記載すべきである。

売上高ベースのカバー率を８割へ向上させ、その中で
のエネルギー消費原単位の削減を目標としているた
め、総量削減目標の設定は困難と考えています。

「床面積×営業時間」当たりのエネルギー消費量を
目標指標としている。これまで（2008年度から2012年
度）貴業界の参加企業各社が取組んだ省エネ対策
による削減効果と、目標指標の推移はどうなってい
るか。

2008年度から2012年度の活動について、エネルギー消
費原単位は0.7813～0.8193の範囲で推移しています。
年度により増減があり、対象企業の増減、店舗運営環
境の変化などに影響を受けていると思われます。
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11 Ⅵ．（１） p12

12 Ⅱ．（３）

13 Ⅰ．（３）① 別紙１

14 Ⅰ．（３）② 別紙２

15 Ⅱ．（２）⑤ p.8

16 Ⅱ．（２）⑥ p.6

17 Ⅱ．（２）⑦ p.8

日
本
チ

ェ
ー

ン
ド
ラ

ッ
グ
ス
ト
ア
協
会

流
通
・
サ
ー

ビ
ス
Ｗ
Ｇ

「別紙６：実施した対策、投資額と削減効果」には、
代表的な対策が計上されているが、2012・13年度実
績は、基準年度比▲20.6％、▲24.1％であり、成果を
あげている。
貴業界の参加企業各社が取組んできた、省エネ対
策のメニューを教えてください。また、その省エネ対
策のメニュについて、参加企業全体の達成状況（実
施率）はどうなっているか。

（５）その他

本社部門のCO2削減についての工夫が今一つ不足
しているように思われる。きめ細かい分析をしてほし
い。別の調査によれば、社内の総点検によって数倍
もエネルギー消費が異なるような事例が報告されて
いる。

ドラッグストア業界において、本社部門は店舗の規模と
比較して極めて小さなものです。また、調査に協力頂い
ている範囲の中でもエアコンの温度設定、PCや照明の
こまめな電源のオンオフ等の対応は確認しています。
その他参考事例をご教示いただけるとありがたいです。

別紙１：低炭素社会実行計画参加者リストにおい
て、事業所に記載がない。原油換算エネルギー使用
量が1,500kl/年以上となる事業所（省エネ法のエネ
ルギー管理指定工場等）に該当がある場合、「事業
所名」と「排出量」欄に記載していただきたい。

次年度以降の調査において、会員企業への確認を行
いたいと思います。

別紙２の各企業の目標水準及び実績値は、一部の
業界の一部の企業しか記載されていない。当委員
会の目的である業界の目標設定の妥当性や取組み
状況を検証するため、すべての企業を記載していた
だきたい。

会員企業には零細な企業も含まれています。それぞれ
の企業規模や体力などを鑑みて出来る範囲での協力を
お願いしています。参加していただけるよう呼びかけを
強化していきます。

（１）カバー率の向上
（２）2020年以降の低炭素社会実行計画・削減目標の検討状況

策定のスケジュール、検討状況、課題について記載
いただきたい。

現在、当協会の2020年度以降の温暖化対策の取組に
ついては、何らかの取組を継続して行うことを前提に、
どのような取組をしていくか等について内部で検討中で
す。

主な省エネ対策のメニューは以下の通りです。
・空調温度設定（冷房２８度、暖房20度）
・空調設備の入れ換え（氷蓄熱式空調システム導入含）
・照明のLED化、反射板取付など
・トイレ等への人感センサー設置
・窓ガラスへの遮熱フィルム貼り付け
参加企業の達成率についてはこれまで調査対象外でし
たので、今後の検討課題にしたいと思います。

照明だけでなく、空調も店舗におけるエネルギー消
費量が多い機器だと考えられるが、具体的事例も交
えて詳細に記載いただきたい。

次年度以降は、原油換算エネルギー使用量が1,500kl/
年以上となる事業所に該当する企業の確認も踏まえ
て、具体的な事例が説明できるようにしたいと思いま
す。

「LEDをはじめとする照明器具の効率化は継続的に
実施されている」としており、エネルギー使用の合理
化が進むと考えられる。2014年度以降、貴業界の参
加企業が取組む、省エネ対策のメニューと今後の計
画・達成目標等を教えてください。

次年度以降は、原油換算エネルギー使用量が1,500kl/
年以上となる事業所に該当する企業の確認も踏まえ
て、具体的な事例が説明できるようにしたいと思いま
す。

（３）中小企業等への取組の水平展開
（４）消費者の取組に繋がる仕組み作り・情報発信

３．その他の取組について
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

1 Ⅱ．（１）② p3

2 Ⅱ．（１）③ p3

3 Ⅱ．（１）③ p3

4
Ⅱ．（１）④
Ⅱ．（２）③

p.3
p.5

5 Ⅱ．（１）③ p3

6 Ⅱ．（２）② p.9

7 Ⅱ．（２）④ p5

8 Ⅱ．（２）⑩ p12

（４）ＢＡＴが現時点で最先端の技術であること

ＢＡＴまたはベストプラクティスを示されたい。

販売事業者ですので、技術的に開発する事項はござい
ません。逐次新しい高効率設備を導入を継続してゆき
ます。
・省エネ目標の設定
・フィルターの定期的な清掃
・こまめな消灯
・インバータ照明等高効率器具（ＬＥＤ含む）の導入
・人感センサーの導入

（１）目標設定の前提となる将来見通し

現時点で想定する2020年度の生産活動量見通しを
示されたい。

激しい動向をしている業界であり、経営統合などこの数
年の動きも非常に激しい為、見通しとして2020年度の生
産活動量(売場面積）を推測することは非常に難しいと
ころです。目標策定にあたり過去状況から年次1%ほど
の拡張を想定をしています。

（１）原単位変化の要因

エネルギー消費原単位の実績は、2006、2012、2013
と着実に減少しているが、省エネ対策（ソフト面・
ハード面）の実施状況の推移はどうなっているか。

省エネ対策は高効率照明や照明の人感センサーの導
入など増えているものもあればそうでないものもあり、エ
ネルギー消費原単位との相関分析は課題と認識してお
ります。

（２）国際的なベンチマークと国内実績との比較

業界間での比較が難しい場合、個社での比較につ
いても検討すべき。

報告書にも記載いたしましたが、｢本協会と比較可能な
海外の調査事例はない。｣為、業界の比較はできず、個
社の情報は秘匿なため比較は困難です。

（３）当年度の想定した水準と比べた実績（想定比）の評価
（４）2020年度に向けた進捗率の評価

目標水準（2006年度比▲40％）に対して2013年度実
績で既に94％の進捗率（同▲37.2％）。目標の引き
上げが可能ではないか。

今回は係数・算出方法が変わり、エネルギー消費量の
算出に変化が出ています。報告書には記載いたしまし
たが基準年のエネルギー消費量原単位を今回の方法
で再計算し、基準年が3,607MJ/㎡から3,919MJ/㎡に変
化、2020年度の目標エネルギー原単位2,182MJ/㎡は
基準年に対し▲44.3%、2013年度の実績は▲42.2%で、
その差2.1%で、この数値だけで見れば近く見えるのです
が、2006年から2013年度の年次削減率はバラつきがあ
り、目標の引き上げについては今後状況を確認しなが
ら検討してまいります。

平成２６年度評価・検証WG　事前質問・回答一覧（大手家電流通協会）

NO. 指 摘 回 答

１．目標設定について
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２．2013年度の取組実績について

（２）指標の選択理由
（３）現時点で最大限の対策であること

目標水準（2006年度比▲40％）に対して2013年度実
績で既に94％の進捗率（同▲37.2％）。目標の引き
上げが可能ではないか。

今回は係数・算出方法が変わり、エネルギー消費量の
算出に変化が出ています。報告書には記載いたしまし
たが基準年のエネルギー消費量原単位を今回の方法
で再計算し、基準年が3,607MJ/㎡から3,919MJ/㎡に変
化、2020年度の目標エネルギー原単位2,182MJ/㎡は
基準年に対し▲44.3%、2013年度の実績は▲42.2%で、
その差2.1%で、この数値だけで見れば近く見えるのです
が、2006年から2013年度の年次削減率はバラつきがあ
り、目標の引き上げについては今後状況を確認しなが
ら検討してまいります。

目標水準の設定に当たって、各社からのアンケート
に基づき推計した「現状趨勢ケース」を採用。推計方
法及び根拠を具体的かつ定量的に示されたい。

2020年度目標策定時の調査結果は昨年のWGで資料
添付しておりますので、詳細は昨年の添付資料をご確
認ください。

店舗におけるソフト面及びハード面の対策につい
て、追加項目の検討はどうなっているか。トイレや給
湯、入口周り、熱源・熱搬送（セントラル方式の場合）
等の省エネ対策の追加実施は可能である。

報告書P8～P9に｢その他特徴的な省エネ対策｣を記載
しています。照明器具をＬＥＤ照明に変更、空調制御シ
ステムを導入、デマンドコントローラーを導入、省エネ支
援システム、・ 電力総合監視システム＆自動制御シス
テム、 太陽光発電、駐車場緑地化等を実施していま
す。
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9 Ⅲ．

10 Ⅳ．

11 Ⅵ．（１） p17

12 表紙 p.1

13 Ⅱ．（２）② p.5

14 Ⅱ．（３）

15 Ⅱ．（３）② p.12

16 Ⅰ．（３）① 別紙１

17 Ⅰ．（３）② 別紙２

18 Ⅱ．（１）③
p.3

別紙２
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「目標値は、目標策定時に参画していた各社に実施
したアンケート調査を基に推計した現状趨勢ケース
を採用」としている。
計画参加６社において、別紙２に各社の目標水準及
び実績値記載願います。また、各社の目標水準設
定の考え方を教えてください。

企業によっては更に高い目標を掲げている企業もござ
いますが、参加6社ともに基本は協会の計画目標に準
拠いたします。

業務部門（本社等オフィス）における取組について、
2007年度～2013年度の6年間でエネルギー消費原
単位が6割減になるなど、非常に高い成果を挙げて
いる。対策毎の削減効果等を可能な限り定量的に
示し、他の業種の参考となるような情報を提供いた
だきたい。

報告書P13～P14に具体的な事項を記載しております
が、個々の削減効果等を定量的に示すための調査は
行っていませんので、記載は困難です。

別紙１：低炭素社会実行計画参加者リストにおい
て、事業所に記載がない。原油換算エネルギー使用
量が1,500kl/年以上となる事業所（省エネ法のエネ
ルギー管理指定工場等）に該当がある場合、「事業
所名」と「排出量」欄に記載していただきたい。

今後検討いたします。

別紙２の各企業の目標水準及び実績値は、一部の
業界の一部の企業しか記載されていない。当委員
会の目的である業界の目標設定の妥当性や取組み
状況を検証するため、すべての企業を記載していた
だきたい。

ご指摘通り修正記載いたしました。

「個社の実績を追求するものではなく、参加事業者
が自主的に地球温暖化対策を進める中で、総和とし
ての目標を達成するものです。」との記載があるが、
目標未達時にどのように責任を分担するのか、補足
で説明いただきたい。

｢目標未達時｣には、業界全体として対策を検討し、業
界全体で対応を進めてまいります。

ソフト面及びハード面の対策において、2014年度以
降の計画（実施率・対策の達成度）はどうなっている
のか。

報告書P8～P9に｢その他特徴的な省エネ対策｣を記載
していますが、会員各社が自主的に｢高効率｣な設備の
導入に取り組んでおり、この活動は継続されるもので
す。

本社部門のCO2削減についての工夫が今一つ不足
しているように思われる。きめ細かい分析をしてほし
い。別の調査によれば、社内の総点検によって数倍
もエネルギー消費が異なるような事例が報告されて
いる。

報告書P13に本社オフィスにおける取り組みを記載して
おりますが、2013年度は2007年度に対して、エネル
ギー原単位で▲59.7%、CO2排出量で▲48.0%の削減を
行っており、現状記載の取り組みで大きな成果を挙げて
おります。

（５）その他

（６）海外での削減貢献の取組

海外におけるデータがないとのことだが、例えば海
外出店店舗における省エネ設備導入等の取組を示
せないか。

調査は国内の店舗を対象に行っており、海外店舗の調
査は行っていません。

（７）革新的技術に関する取組
３．その他の取組について
（１）カバー率の向上
（２）2020年以降の低炭素社会実行計画・削減目標の検討状況

策定に向けた具体的な検討スケジュールを示すべ
きではないか。

今後も業界として低炭素社会実行計画を策定し、実行
して行くためには検討スケジュールを含めたきちんとし
た議論が必要であり、できるだけ早く検討を進めてまい
ります。

（３）中小企業等への取組の水平展開
（４）消費者の取組に繋がる仕組み作り・情報発信

下部の表に省エネ家電製品の割合が示されている
が、省エネラベルの☆の数別の分布を示すことはで
きないか。非常に貴重なデータである。

｢省エネラベルの☆の数別の分布を示す｣為の調査は
行っておらず、記載は困難です。

（５）製品のライフサイクル、サプライチェーン全体での削減効果の評価
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

1 Ⅱ．（１）① p3

2 Ⅱ．（１）② p3

3 Ⅱ．（１）③ p3

4 Ⅱ．（１）③ p3

5 Ⅱ．（１）③ p3

6 Ⅱ．（１）③ p3,4

2006年度に実態調査を行い、2007年度より計画を策
し、参加企業を募ったことによる参加企業の増加が要
因となります。

（２）指標の選択理由

オフィス部門は「電力使用量/床面積」、データセン
ター部門は「PUE」を目標指標としている。2006年度
から2013年度において、貴業界の参加企業各社が
それぞれの部門で取組んだ省エネ対策による削減
効果と、目標指標の推移はどうなっているか。

9ページにオフィス部門の推移を記載しております。

2012・13年度実績は、データセンター部門で▲
5.4％、▲8.4％削減であり、これまでの省エネ対策の
取組み成果により、目標を達成している。2014年度
以降、貴業界のデータセンター部門の省エネ対策の
取組み計画（実施目標）を考慮し、目標設定の見直
しを検討する必要があると考える。

目標数値の変更は2016年度に検討と当初計画で提出
しております。
2012年度に大幅な原単価削減が達成されたのは、東
日本大震災後の労務時間削減・省エネ機器導入など大
きな変化があったためであり、以降の大幅な削減は難
しいと考えています。
そこで、単年度で判断するのではなく、慎重に推移を確
認しつつ、低炭素実行計画の中間である2016年度に目
標値の見直しを検討します。

2012・13年度実績は、オフィス部門で既に▲15.4％、
▲9.9％であり、これまでの省エネ対策の取組み成
果により、目標を達成している。2014年度以降、貴
業界のオフィス部門の省エネ対策の取組み計画（達
成目標）及び省エネ効果見込みを考慮し、目標設定
の見直しを検討する必要があると考える。

目標数値の変更は2016年度に検討と当初計画で提出
しております。
2012年度に大幅な原単価削減が達成されたのは、東
日本大震災後の労務時間削減・省エネ機器導入など大
きな変化があったためであり、以降の大幅な削減は難
しいと考えています。
そこで、単年度で判断するのではなく、慎重に推移を確
認しつつ、低炭素実行計画の中間である2016年度に目
標値の見直しを検討します。

（４）ＢＡＴが現時点で最先端の技術であること

ＢＡＴとして記載された対策（サーバーの仮想化によ
るサーバー数の削減）による2020年度のCO2削減見
込量と、それらが国際的にみて最先端の技術である
ことを示すとともに、他にＢＡＴとして挙げるべき対策
がないか検討すべき。

「データセンタサービス」による削減効果については、次
年度以降、実績数値の収集が可能となります。なお、削
減見込量としてはサーバを1台集約することで年間1トン
程度CO2が削減される見通しです。
他の対策については、次年度以降の検討とします。

（３）現時点で最大限の対策であること

平成２６年度評価・検証WG　事前質問・回答一覧（情報サービス産業協会）

NO. 指 摘 回 答

１．目標設定について
（１）目標設定の前提となる将来見通し

「新設のデータセンターは稼働率が低く、エネルギー
原単位の値が悪く出るのが一般的であり、それを加
味した目標設定」とあるが、2006年度から2013年度
までのエネルギー原単位の推移に対して既設と新
設の状況推移がどのように影響していると考えてい
るのか。また、2014年度以降の新設の見通しがとエ
ネルギー原単位にどのように影響すると考えている
のか。

近年、データセンターの需要が増大しておりデータセン
ターの新設・稼働開始が続いております。また、1980年
代に建築されたデータセンタの建て替え需要も発生して
います。
新築のデータセンターは、原単位あたり１．５～１．６に
なるように設計建築されておりますが、これは稼動率が
８割以上となった場合の設計値であり、稼動率が８割を
超えるには、運用開始から７年から８年程度かかるの
が一般的となります。以上より、現在の目標設定をして
おります。
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オフィス部門の生産活動量（床面積）について、2007
年度に急増（1.01→1.62 km2）している理由を説明さ
れたい。
データセンター部門も同様に、生産活動量（データセ
ンターにおけるIT機器の電力消費量）が2007年度に
急増（10.31→13.64万kl）している理由を説明された
い。
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7 Ⅱ．（２）④ p5

8 Ⅱ．（２）⑩ p8

9 Ⅲ． p.13

10 Ⅲ． p9

11 Ⅳ．

12 Ⅴ． p.15

13 Ⅰ．（4） p2

14 Ⅵ．（１） p17

データセンターの省CO2化技術開発について環境省
補助事業でも取り上げられていると思われるが、そ
れらの成果について確認してほしい。(環境省の仕
事かも)

環境省　地球温暖化対策課が平成25年度より行ってい
る予算事業である「省エネ型データセンター構築・活用
促進事業」について、省エネ効果をヒアリングしました。
平成25年度の成果として、1件あたり平均約180tCO2の
削減効果が見込まれているとのことです。
なお、この情報は環境省が直接公表していないため、
委員の方々への参考情報として提供することを地球環
境温暖課に了解いただいておりますので、ご配慮下さ
い。

３．その他の取組について
（１）カバー率の向上

カバー率は、業界団体売上高ベースで55.1％（参加
企業ベースで14.6％）。更なるカバー率の向上に取り
組むべき。

参加企業について、64社から76社と着実に増加してお
り、業界の大手企業はほぼ参加しております。
さらなる省エネにむけた取り組みとすべく、活動を推進
していきます。

（２）2020年以降の低炭素社会実行計画・削減目標の検討状況

策定に向けた具体的な検討スケジュールを示すべ
きではないか。

技術革新や事業変革のスピードが早い当業界において
は、２０２０年度以降の見通しを検討することは非常に
困難であります。よって、２０２０年度以降の「低炭素化
社会実行計画」については、２０１８年度以降に業界の
体制や活動内容を検討します。

（３）中小企業等への取組の水平展開
（４）消費者の取組に繋がる仕組み作り・情報発信

技術革新や事業変革のスピードが早い当業界において
は、参加企業の事業環境も常に変化しており、業界全
体の目標に対し、各社の協力を得ることが重要と考え
ています。
また、近年ワークスタイルの変革によりテレワークの実
施等も進んでおり、画一的に評価することはあまり意味
がなくなってきています。このため、事例集による省エネ
ノウハウの業界内での共有に取り組みをベストプラク
ティスとして集め、多くの企業が活用できるようにするこ
とが有効であると考えています。
データセンタの原単位については、ISO/IEC JTC1
SC39
にて国際標準化の検討が進んでいます。現在の見通し
では、2018年に国際標準になる見込です。それ以降、
国際標準に沿ったデータ比較が可能となります。

（７）革新的技術に関する取組

（４）2020年度に向けた進捗率の評価

オフィス部門について、目標水準（2006年度比▲
2％）に対して2013年度実績で既に達成済み（同▲
9.9％、進捗率363％）。目標の引き上げが可能では
ないか。
データセンター部門についても、目標水準（2006年
度比▲5.5％）に対して2013年度実績で既に達成済
み（同▲8.4％、進捗率155％）。目標の引き上げが
可能ではないか。

目標数値の変更は2016年度に検討と当初計画で提出
しております。
2012年度に大幅な原単価削減が達成されたのは、東
日本大震災後の労務時間削減・省エネ機器導入など大
きな変化があったためであり、以降の大幅な削減は難
しいもの考えています。そこで、低炭素実行計画の中間
である2016年度に目標値の見直しを検討します。

（５）製品のライフサイクル、サプライチェーン全体での削減効果の評価

クラウド化等によるデータの集中管理により、個別企
業での対応よりは省エネ、省CO２が図られるといっ
た推計はできないか。

（１）（３）の「データセンターサービス」による省エネ効果
は、クラウド化を含んだ「仮想化」による効率的なIT機器
の使用を含んで設定しています。
なお、データの集中管理は格納先となるハードウェアの
効率的な活用と認識しています。

データセンターへのサーバーの集約による削減見込
量（105万kWh/年）について、CO2削減効果を示せな
いか。

「データセンタサービス」による削減効果については、次
年度以降、実績数値の収集が可能となります。なお、削
減見込量としてはサーバを1台集約することで年間1トン
程度CO2が削減される見通しです。
他の対策については、次年度以降の検討とします。

（６）海外での削減貢献の取組

特段の記載がないが、例えば海外拠点における省
エネ設備導入等の取組を示せないか。

当産業の低炭素化社会実行計画については、国内中
心の活動となっております。海外の事例調査は現時点
では行っていませんが、本計画に取り組んでいる企業
の海外展開が活発となった際には検討したいと思いま
す。

（３）当年度の想定した水準と比べた実績（想定比）の評価

２．2013年度の取組実績について
（１）原単位変化の要因
（２）国際的なベンチマークと国内実績との比較

オフィス部門について、国際比較は行っていないと
のことだが、オフィスビルの効率等個社での比較に
ついても検討すべき。
データセンター部門については、今後国際比較が可
能になるとのことだが、具体的な時期を示されたい。
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15 Ⅱ．（３） p.9-10

16 Ｉ．（３）② p.2

17 Ⅰ．（３）① 別紙１

18 Ⅰ．（３）② 別紙２

19 Ⅱ．（２）⑤ 別紙６

20 Ⅱ．（２）⑥ p.6

21 Ⅱ．（２）⑦

22 Ⅱ．（２）⑦

2014年度以降、「オフィスの省エネに成功している企
業の事例を継続的に広く公開し、さらなる省エネを目
指す」としており、また、別紙８に示される業務部門
（本社等オフィス）の対策について2014年度以降に
実施と削減効果を見込んでおり、エネルギー使用の
合理化が進むと考えられる。2014年度以降、貴業界
の参加企業が取組む、オフィス部門における省エネ
対策のメニューと計画・達成目標を教えてください。

上記「情報サービス産業　オフィス部門省エネルギー対
策事例集第2版」の事例を中心に省エネに取り組むこと
としております。目標値については、オフィス部門で設
定している原単位目標の達成となります。

これまでの仮想化技術によるサーバの統合やデー
タセンター設備の効率化をより一層展開を図ること
により、エネルギー使用の合理化が進むと考えられ
る。2014年度以降、貴業界の参加企業が取組む、
データセンター部門における省エネ対策のメニュー
と実施（達成）目標を教えてください。

上記「情報サービス産業　オフィス部門省エネルギー対
策事例集第2版」のデータセンタに関する事例を中心に
省エネに取り組むこととしております。目標値について
は、データセンタ部門で設定している原単位目標の達
成となります。

別紙２の各企業の目標水準及び実績値は、一部の
業界の一部の企業しか記載されていない。当委員
会の目的である業界の目標設定の妥当性や取組み
状況を検証するため、すべての企業を記載していた
だきたい。

技術革新や事業変革のスピードが早い当業界において
は、参加企業の事業環境も常に変化しており、業界全
体の目標に対し、各社の協力を得ることが重要と考え
ています。
そのため、個社の目標を強制するのではなく、業界全
体で前向きな取り組みを行い、これを共有することで参
加各社の理解を得ながら進めています。
また、業界の特性として、効率性を前面に出すと顧客か
らの価格低減圧力につながる恐れもあり、慎重な対応
が必要と考えています。

「別紙６：実施した対策、投資額と削減効果」には、オ
フィス部門の運用対策しか計上されていない。オフィ
ス部門においては、2012年度以降に積極的に節電
に取組み、原単位で9.9％改善、データセンター部門
においては、データセンター設備の効率化等により
原単位で8.4%改善したとしている。2013年度までに
おいて、情報サービス業の参加企業各社が取り組
んできた、オフィス部門及びデータセンター部門にお
ける省エネ対策のメニューを教えてください。また、
その省エネ対策のメニュについて、参加企業全体の
達成状況（実施率）はどうなっているか。

省エネ対策メニューについては以下に公開してありま
す。
情報サービス産業　オフィス部門省エネルギー対策事
例集第2版(PDF)
http://www.jisa.or.jp/publication/tabid/272/pdid/25-
J006/Default.aspx
省エネの達成状況としては、原単位について評価する
こととしており、メニューの達成状況は把握しておりませ
ん。

電子計算機のトップランナー基準があるが、消費電
力の低いサーバーの導入には取り組んでいないの
か。

上記「情報サービス産業　オフィス部門省エネルギー対
策事例集第2版」の事例16に、省エネ性能の高い機器
の導入についての取り組みを記載してあります。

本社部門のCO2削減についての工夫が今一つ不足
しているように思われる。きめ細かい分析をしてほし
い。別の調査によれば、社内の総点検によって数倍
もエネルギー消費が異なるような事例が報告されて
いる。

当産業の本社部門の消費電力ついては、一般の本社
部門に比べ、IT機器（パソコン、プリンタ）の消費電力の
占める割合が高くなっています。
そこで、IT機器の省エネ成功事例を紹介した、「情報
サービス産業　オフィス部門省エネルギー対策事例集
第2版」
（http://www.jisa.or.jp/publication/tabid/272/pdid/25-
J006/Default.aspx）を公開し、業界全体で省エネに取り
組んでいます。

個社の目標が明示されていない。ぜひ各社で目標を
掲げて取り組むべき。

技術革新や事業変革のスピードが早い当業界において
は、参加企業の事業環境も常に変化しており、業界全
体の目標に対し、各社の協力を得ることが重要と考え
ています。
そのため、個社の目標を強制するのではなく、業界全
体で前向きな取り組みを行い、これを共有することで参
加各社の理解を得ながら進めています。
また、業界の特性として、効率性を前面に出すと顧客か
らの価格低減圧力につながる恐れもあり、慎重な対応
が必要と考えています。

別紙１：低炭素社会実行計画参加者リストにおい
て、事業所に記載がない。原油換算エネルギー使用
量が1,500kl/年以上となる事業所（省エネ法のエネ
ルギー管理指定工場等）に該当がある場合、「事業
所名」と「排出量」欄に記載していただきたい。

業界全体の目標に対し、各社の協力を得ることで活動
を推進しており、個社(事業所単位も含む)の情報開示
は計画に含めておりません。参加各社には省エネノウ
ハウの共有による自主的な取組をお願いしています。

（５）その他

流
通
・
サ
ー

ビ
ス
Ｗ
Ｇ

情
報
サ
ー

ビ
ス
産
業
協
会



19

調査票
項目番号

調査票
頁番号

1 Ⅱ．（１）① p3

2 Ⅱ．（１）② p3

3 Ⅱ．（１）③ p3

4 Ⅱ．（１）③ p3

5 Ⅱ．（１）③ p3

6 Ⅱ．（１）③ p3

7 その他

8 Ⅱ．（１）③ p4

9 Ⅱ．（２）③ p7

10 Ⅱ．（２）③ p7

2012・13年度実績は、既に▲40.0％、▲51.6％であ
り、これまでの省エネ対策の取組み成果により、目
標を達成している。2014年度以降、貴業界の省エネ
対策の取組み計画（実施目標）及び省エネ効果見込
みを考慮し、目標設定の見直しを検討する必要があ
ると考える。

目標設定の見直しについては、業界内や各企業の意向
等があることから、確認作業を行う必要がある。このた
め、今後の調査検討事項と致したい。

（４）ＢＡＴが現時点で最先端の技術であること

ＢＡＴまたはベストプラクティスを示されたい。
ＢＡＴ（ベストプラクティス）については、業界内や各企業
の意向等があることから、確認作業を行う必要がある。
このため、今後の調査検討事項と致したい。

２．2013年度の取組実績について
（１）原単位変化の要因

エネルギー消費原単位の変化の要因について、直
近のデータを踏まえて、より詳細にご説明いただき
たい。

エネルギー消費原単位(kwh/㎡・h)は、エネルギー消費
量（kwh）を生産活動量（㎡・ｈ）で除した形で算出してい
る。エネルギー消費量は、2012年度が0.9792、2013年
度が0.7592である。一方、生産活動量は2012年度が
3.212、2013年度が3.081となっている。このため、エネル
ギー消費原単位は、2012年度0.0305から2013年度
0.0246へと変化した。変化の要因については、店舗にお
ける高効率照明への交換（ＬＥＤ化）や冷暖房の温度管
理等によるところが大きいと考えられる。

営業時間が長時間化する傾向にあるとの記載があ
るが、特定の店舗の営業時間を延長すると、エネル
ギー原単位（分母がm・h）は改善すると考えられる。
営業時間の長時間化がエネルギー消費原単位改善
にどの程度影響したか定量的な分析をし、記載いた
だきたい。

営業時間の長時間化とエネルギー消費原単位改善の
相関関係については、定量的な分析を行っていない。

貴業界は、エネルギー消費量との相関関係を示すも
のを「床面積×営業時間」とし、「床面積×営業時
間」当たりのエネルギー消費量を目標指標としてい
る。2008年度から2012年度において、ホームセン
ター業の参加企業各社が取組んだ省エネ対策によ
る削減効果と、目標指標の推移はどうなっている
か。

エネルギー消費原単位について、2008年度は0.05068、
2012年度は0.0305であった。両年度を比較すると、凡そ
40％の削減となっている。この期間中に参加企業が取
組んだ省エネ対策による削減効果については、集計を
行っていない。

（３）現時点で最大限の対策であること

15％という目標水準の設定根拠を定量的に示してい
ただきたい。

低炭素社会実行計画フォローアップ調査票の1ページ
に記載の設定根拠をご参照いただきたい。

現時点で想定する2020年度の生産活動量見通しを
示されたい。

社会情勢や業界内の動向等により店舗数や営業時間
が変動していることから、2020年度における生産活動
量の見通しについては、今後の調査検討事項と致した
い。

（２）指標の選択理由

2020年時点の総量削減目標についても設定してい
ただけないか。2020年度の活動量は見込みで構わ
ない。また、活動量見込みについては変動するもの
と予想されることから、目標についても活動量見込
みの変動状況によって変更すべきであり、その変更
条件（活動量変化に伴う変更方法）についても記載
すべきである。

2020年度の活動量（見込み）は、業界内での確認作業
が必要なことから、今後の調査検討事項と致したい。

平成２６年度評価・検証WG　事前質問・回答一覧（日本DIY協会）

NO. 指 摘 回 答

１．目標設定について
（１）目標設定の前提となる将来見通し

前提条件の欄に「店舗等」とあるが、店舗以外の何
が含まれるのか。仮に店舗と比較して照明や空調が
低いことが想定される事務所が含まれるとするので
あれば、店舗以外の割合も明示いただきたい。

店舗等には本社（本部）が含まれる。しかし、本社（本
部）におけるデータについては未収集となっていること
から、今後の調査検討事項と致したい。

日
本
D
I
Y
協
会

流
通
・
サ
ー

ビ
ス
Ｗ
Ｇ

海外では、来客用駐車場に省エネ型車両専用駐車
スペースを設けている例がある。このような取り組み
はできないか。

駐車スペースの区別については、我が国の省エネ型車
両の普及度合の現状から鑑みると、来店者の減少やク
レーム等、経営面での影響が生じかねない事情等もあ
る。今後は各社の事情等を拾い上げられるよう、努めて
いく予定である。
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11 Ⅱ．（２）④ p8

12 Ⅱ．（２）⑩ p9

13 Ⅲ． p13-14

14 Ⅳ． p15

15 Ⅰ．（４） p2

16 Ⅵ．（１） p17

（４）消費者の取組に繋がる仕組み作り・情報発信
（３）中小企業等への取組の水平展開

（６）海外での削減貢献の取組

海外店舗での省エネの取組、省エネ機器の販売等
を挙げることはできないか。また、削減見込量を試算
できないか。

省エネの取組、省エネ機器の販売、削減見込量につい
ては、出店は国内に限定されることから、試算は困難で
ある。

（７）革新的技術に関する取組
３．その他の取組について
（１）カバー率の向上

売上高ベース（業界全体）で35.0％。引き続き、カ
バー率の向上に取り組むべき。また、業界団体の参
加企業（小売業66社）の売上高を示されたい。

カバー率の向上については、引き続き取り組んでいく予
定である。また、業界団体の参加企業（＝当協会加盟
の小売業）66社の売上高については、各企業の意向等
があり、全体（66社）の数値示すことは困難である。

（２）2020年以降の低炭素社会実行計画・削減目標の検討状況

策定に向けた具体的な検討スケジュールを示すべ
きではないか。

2020年度以降の低炭素社会実行計画・削減目標の検
討状況については、業界内や各企業の意向等があるこ
とから、確認作業を行う必要がある。このため、今年度
中の調査検討事項と致したい。

（４）2020年度に向けた進捗率の評価

目標水準（2004年度比▲15％）に対し、2013年度実
績で既に達成済み（同▲46.4％、進捗率344％）。目
標の引き上げが可能ではないか。

目標設定の見直しについては、業界内や各企業の意向
等があることから、確認作業を行う必要がある。このた
め、今後の調査検討事項と致したい。

（５）製品のライフサイクル、サプライチェーン全体での削減効果の評価

LED照明器具等の販売、省エネ石油ファンヒーター
の販売等を挙げているが、削減見込量を試算できな
いか。

当該製品の削減見込量の試算については、各社の意
向等があることから、今後の調査検討事項と致したい。

（３）当年度の想定した水準と比べた実績（想定比）の評価

（２）国際的なベンチマークと国内実績との比較

比較可能なデータが存在しないとのことだが、個社
での比較についても検討すべき。

国際的なベンチマークと国内実績との比較について
は、今後の調査検討事項と致したい。
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17 Ⅱ．（１）③ p.3

18 Ⅱ．（３） p.10-11

19 Ⅰ．（３）① 別紙１

20 Ⅰ．（３）② 別紙２

21 Ⅱ．（２）⑤ p.8

22 Ⅱ．（２）⑦ p.8

23 Ⅱ．（２）⑦ p.8

24 Ⅱ．（３）① p.8

25 Ⅱ．（３）① p.10

個別企業の設定目標例について、例1の目標年度
は2020年度か。
例2に「空調の設定温度を夏29度」とあるが、事務所
の場合は労働安全衛生法の事務所衛生基準規則5
条3項において28度以下にするよう求められている
が、店舗では問題ないか確認したものか。

例1の目標年度については、別途確認を行う予定であ
る。また、例2については、店内空調の設定温度を「夏
28度」・「冬20度」と訂正させていただくので、お詫びさせ
ていただきたい。

別紙6の対策毎の実施率を2013～2015年まで比較
すると、どの対策も年々実施率が下がっている。原
因としては何が考えられるか記載いただきたい。

原因については、参加企業数の減少や実施済み企業
の増加が考えられる。

「引き続き、空調温度の管理や聡明の間引き、高効
率・省エネタイプの機器の設置や入替え等の取組み
が求められる」としている。また、省エネ店舗への移
行や店舗改装時における新設備の導入、社員にお
ける意識の高まり等の各種取組みの推進、店舗の
天井高による照明・空調の効率悪化等のエネル
ギー消費の非効率要因への対処を行うことで、エネ
ルギー使用の合理化が進むと考えられる。2014年
度以降、ホームセンター業の参加企業が取組む、店
舗における省エネ対策のメニューと計画・達成目標
を教えてください。

ホームセンター業は、流通小売業として、2014年度以降
についても引き続き、高効率照明への交換、照明の間
引き、冷暖房温度の管理等、店舗における省エネ対策
を中心に取組んでいく予定である。また、計画と達成目
標については、低炭素社会実行計画フォローアップ調
査票に記載した内容に基に、低炭素社会への寄与を
図っていく予定である。

「引き続き、空調温度の管理や聡明の間引き、高効
率・省エネタイプの機器の設置や入替え等の取組み
が求められる」としている。また、省エネ店舗への移
行や店舗改装時における新設備の導入、社員にお
ける意識の高まり等の各種取組みの推進、店舗の
天井高による照明・空調の効率悪化等のエネル
ギー消費の非効率要因への対処を行うことで、エネ
ルギー使用の合理化が進むと考えられる。2014年
度以降、ホームセンター業の参加企業が取組む、店
舗における省エネ対策のメニューと計画・達成目標
を教えてください。

ホームセンター業は、流通小売業として、2014年度以降
についても引き続き、高効率照明への交換、照明の間
引き、冷暖房温度の管理等、店舗における省エネ対策
を中心に取組んでいく予定である。また、計画と達成目
標については、低炭素社会実行計画フォローアップ調
査票に記載した内容に基に、低炭素社会への寄与を
図っていく予定である。

別紙１：低炭素社会実行計画参加者リストにおい
て、事業所に記載がない。原油換算エネルギー使用
量が1,500kl/年以上となる事業所（省エネ法のエネ
ルギー管理指定工場等）に該当がある場合、「事業
所名」と「排出量」欄に記載していただきたい。

現在確認中とさせていただきたい。

別紙２の各企業の目標水準及び実績値は、一部の
業界の一部の企業しか記載されていない。当委員
会の目的である業界の目標設定の妥当性や取組み
状況を検証するため、すべての企業を記載していた
だきたい。

全ての企業の目標水準及び実績値については、個別
企業では目標設定していないことや各企業の意向等か
ら、記載することが困難である。

「別紙６：実施した対策、投資額と削減効果」には、
代表的な対策が計上されているが、2008年度から
2012年度までの自主行動計画において5年間平均
で26.8%の削減を達成したとしている。2008年度から
2012年度において、ホームセンター業の参加企業各
社が取組んできた、店舗における省エネ対策のメ
ニューを教えてください。また、その省エネ対策のメ
ニュについて、参加企業全体の達成状況（実施率）
はどうなっているか。

代表的な対策（高効率照明に交換・照明の間引き・冷暖
房温度の管理）以外では、太陽光発電設備の導入
(2013年度実施率・17.6％）が挙げられる。

（５）その他

目標を大きく掲げたことは大いに評価する。

引き続き、設定目標を達成していくため、積極的に各種
取組を図っていくことは勿論、あくまで目標設定の達成
（机上の数値）のみにとらわれない広い視点（例えば、
消費者への環境啓発・貢献活動や資源リサイクル等）
での取組もまた重要であると考えている。

本社部門のCO2削減についての工夫が今一つ不足
しているように思われる。きめ細かい分析をしてほし
い。別の調査によれば、社内の総点検によって数倍
もエネルギー消費が異なるような事例が報告されて
いる。

今後は各企業における取組事例（工夫）について、可能
な限り把握、分析できるよう、努めていく予定である。な
お、きめ細かい分析を行うことは重要であると考える一
方で、こうした分析や工夫を行うためには、取組主体で
ある企業側の理解や対応が不可欠である。このため、
分析に当っては、企業側の理解を得られるよう、努めて
いく予定である。

流
通
・
サ
ー

ビ
ス
Ｗ
Ｇ

日
本
D
I
Y
協
会
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

1 Ⅱ．（１）② p3

2 Ⅱ．（１）③ p3

3 Ⅱ．（１）③ p4

4 Ⅱ．（２）③ p.7

5 Ⅱ．（２）④ p8

6 Ⅱ．（２）⑩ p9

7 Ⅲ． p12-13

日
本
貿
易
会

流
通
・
サ
ー

ビ
ス
Ｗ
Ｇ

省エネ・環境配慮型事業活動の展開（BEMS実証事
業、ITを活用したエネルギー管理システム事業等）を
挙げているが、削減見込量を試算できないか。

・本件を報告・提唱した本計画参画個社では、削減見込
量の具体的試算はない。

２．2013年度の取組実績について
（１）原単位変化の要因

2012年度比でCO2排出量が増加した要因として燃
料転換が挙げられているが、当該転換が行われた
用途や燃料種類等について記載いただきたい。

（２）国際的なベンチマークと国内実績との比較

業界間での比較が難しい場合、個社での比較につ
いても検討すべき。

（３）当年度の想定した水準と比べた実績（想定比）の評価
（４）2020年度に向けた進捗率の評価

目標水準（2009年度比▲25％）に対して2013年度実
績で既に達成済み（同▲25％、進捗率100％）。目標
の引き上げが可能ではないか。

・Ⅱ．（２）⑩「２０２０年度の目標達成の蓋然性」の補足
値…（〔基準年度〕２００９年度比▲２２％）に対する２０２
０年度目標（同▲２１．４％、〔厳密な〕進捗率１００％）
・２０２０年度目標である「エネルギー使用量（原油換算）
２．１万ｔへの削減（及びその継続的維持）」は、現時点
で想定される省エネ活動の限界域に至っていると了解
する。　背景は、商社業界の「オフィスでの生産活動」に
おけるエネルギー（原油換算）消費量の削減は、本計画
参加各社が２０１４年から２０２０年の間に為し得るオ
フィス活動省エネ諸施策に対して、為すべき施策を実行
に移しきっていることにある。　今後、画期的事案（エネ
ルギー効率面でさらに優位なオフィスビルの建て替え・
オフィス移転、或いはオフィス用諸機器に関する革新的
省エネ性能の開発・導入、等）が、新たに必要な資金の
裏付けが担保されたうえで実現されない限り、現時点で
の目標値の引き上げは困難であり、限界値の現状を継
続的に維持することが肝要と了解する。

（５）製品のライフサイクル、サプライチェーン全体での削減効果の評価

ＢＡＴとして記載された対策（省エネ設備等の導入、
エネルギー管理の徹底、啓蒙活動の促進）による
2020年度の削減見込量と、それらが国際的にみて
最先端の技術であることを示すとともに、他にＢＡＴと
して挙げるべき対策がないか検討すべき。

平成２６年度評価・検証WG　事前質問・回答一覧（日本貿易会）

NO. 指 摘 回 答

１．目標設定について
（１）目標設定の前提となる将来見通し

現時点で想定する2020年度の生産活動量見通し
（床面積）を示されたい。

・８９８千㎡を予測。

（２）指標の選択理由
（３）現時点で最大限の対策であること

2012・13年度実績は、既に基準年度比▲22.4％、▲
23.9％であり、これまでの省エネ対策の取組み成果
により、目標を達成している。2014年度以降、貴業
界の省エネ対策の取組み計画（達成目標）及び省エ
ネ効果見込みを考慮し、目標設定の見直しを検討す
る必要があると考える。

・Ⅱ．（２）①「２０１３年度における実績概要【目標に対す
る実績】」における『目標水準』の正しい値…（〔基準年
度〕２００９年度比▲２２％）に対して２０１３年度実績（同
▲２３．９％、〔厳密な〕進捗率１１１％）
・２０１４年度以降の目標である「エネルギー使用量（原
油換算）２．１万ｔへの削減（及びその継続的維持）」は、
商社業界の「オフィスでの生産活動」において消費する
エネルギー（原油換算）を、２０１４年から２０２０年の間
になし得る、現在想定される省エネ成果はほぼ限界に
達していると判断する。　本計画参加各社のオフィス活
動省エネ諸施策に新たに、必要な資金の裏付けが担保
された画期的・革新的事案が取り込まれない限り、目標
値の向上見直しは困難である。

（４）ＢＡＴが現時点で最先端の技術であること
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8 Ⅳ． p14

9 Ⅵ．（１） p16

10 Ⅱ．（３）

11 Ⅰ．（３）① 別紙１

12 Ⅰ．（３）② 別紙２

13 Ⅱ．（４） p.11

運輸部門における取組について記載がないが、大
手商社には省エネ法の特定荷主として指定されてい
る企業も多いため、データは存在すると思われる。
そのため、実績と対策等についてご報告いただきた
い。

・本計画策定に参画している当会会員各社からの報告
実態に伴い、『運輸部門における取組』での具体的デー
タの集約はできない。
・個社の活動実態として法された事象を、「Ⅲ．低炭素
製品・サービス等による他部門での貢献（２）２０１３年度
の取組実績『自家物流効率化諸施策』／（３）２０１３年
度実績の考察と取組の具体的事例『《物流関連事業》、
《自家物流効率化》』」に記載した事例を参照願いたい。

日
本
貿
易
会

流
通
・
サ
ー

ビ
ス
Ｗ
Ｇ

本社部門のCO2削減についての工夫が今一つ不足
しているように思われる。きめ細かい分析をしてほし
い。別の調査によれば、社内の総点検によって数倍
もエネルギー消費が異なるような事例が報告されて
いる。

商社業界の事業活動は「オフィスでの生産活動」が中
心であることから、『国内の企業活動における地球温暖
化対策「低炭素社会実行計画」』におけるCO2削減の行
動としては、オフィスビルで使用される電力、ガス等のエ
ネルギー使用量の削減、削減されたエネルギー消費水
準での事業活動を効率的、且つ、持続的に推進するこ
とが肝要であり、本社等のオフィスでの「CO2排出量の
削減」に関する不断の努力と、効率性を保った省エネ促
進施策の遂行が求められると認識する。
その点では、業界各社は、①省エネ設備等の積極導
入、②エネルギー管理の徹底、③啓蒙活動の推進を主
要な活動要点に置いて従来から活動し、持続的に成果
をあげてきたが、今後は、個社事情に則して可能な場
合、④エネルギー効率の向上を見込めるオフィスビル
の刷新、あるいは、オフィス環境の改善といった投資施
策に着目するものと考えられる。

別紙１：低炭素社会実行計画参加者リストにおい
て、事業所に記載がない。原油換算エネルギー使用
量が1,500kl/年以上となる事業所（省エネ法のエネ
ルギー管理指定工場等）に該当がある場合、「事業
所名」と「排出量」欄に記載していただきたい。

・「別紙１」には、『第１種エネルギー管理指定業者（原
油換算エネルギー使用量３０００kl/年以上）』と『第２種
エネルギー管理指定業者（原油換算エネルギー使用量
１５００kl/年以上）』、並びに『その他（同１５００kl/年未
満：事業所名・排出量記載は無用と了解するもの）』を
区分して記載したもの。

別紙２の各企業の目標水準及び実績値は、一部の
業界の一部の企業しか記載されていない。当委員
会の目的である業界の目標設定の妥当性や取組み
状況を検証するため、すべての企業を記載していた
だきたい。

（２）2020年以降の低炭素社会実行計画・削減目標の検討状況

策定に向けた具体的な検討スケジュールを示すべ
きではないか。

・生産活動量の指標｢本社等のオフィス活動に使用する
総床面積｣について、個社の事情としてオフィス建て替・
移転に伴う使用面積変動の可能性があり、加えて新た
なオフィスシステムや設備採用に伴う革新的省エネ効
果の予測・判断に窮した状況にある。　結果、２０２０年
度以降の低炭素実行計画に係る各社意図・運営方針
の集計・集約が難航し、当会としての見解統一が困難
な状況にあり、さらに会として検討を重ねる所存であ
る。　（２０１４年度内に最終的な報告を提出する所存）

（３）中小企業等への取組の水平展開
（４）消費者の取組に繋がる仕組み作り・情報発信
（５）その他

（６）海外での削減貢献の取組

チリでの電気自動車関連インフラ整備事業、米国・
欧州・ブラ実等における鉄道貨車リース事業を挙げ
ているが、削減見込量を試算できないか。

・本件を報告・提唱した本計画参画個社では、削減見込
量の具体的試算はない。

（７）革新的技術に関する取組
３．その他の取組について
（１）カバー率の向上
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

1 Ⅱ．（１）② p3

2 Ⅱ．（１）③ p.1

3 Ⅱ．（１）③ p3

4 Ⅱ．（１）③ p3

5 Ⅱ．（１）③ p3

6 Ⅱ．（１）③ p4

7 Ⅱ．（２）① p.6

8 Ⅱ．（２）③ p7

9 Ⅱ．（２）④ p7

10 Ⅱ．（２）⑩ p9

（４）ＢＡＴが現時点で最先端の技術であること

目標水準（2009年度比▲10％）に対して2013年度実
績で既に達成済み（同▲18.7％、進捗率186％）。目
標の引き上げが可能ではないか。

ご指摘の点については、会員会社の参加率を高くした
上で、今後、検討いたします。

２．2013年度の取組実績について
（１）原単位変化の要因

2012年度実績は、基準年度比＋2.1％となっている。
増加の要因について分析した結果を教えてくださ
い。

今後、分析をいたします。

エネルギー消費原単位の変化の要因について、直
近のデータを踏まえて、より詳細にご説明いただき
たい。

今後、分析をいたします。

（２）国際的なベンチマークと国内実績との比較

比較可能なデータが存在しないとのことだが、個社
での比較についても検討すべき。

個社での比較が可能かどうか、今後、検討いたします。

（３）当年度の想定した水準と比べた実績（想定比）の評価
（４）2020年度に向けた進捗率の評価

会員会社の参加率が過半数に満たない中でエネル
ギー使用量で目標を設定することは相当困難であり、
過去との対比が可能な原単位ベースを用いました。
地球温暖化自主行動計画では、基準年度（２００２年
度）対比　２００８年度から２０１２年度の５年間の平均で
▲３％の目標を設定しました。
２０１２年度に本目標を大幅に達成（▲１３．９％）したこ
とを踏まえ、２０１３年度に低炭素社会実行計画を策定
いたしました。

（３）現時点で最大限の対策であること

2013年度実績は、既に基準年度比▲18.7％であり、
これまでの省エネ対策の取組み成果により、目標を
達成している。2014年度以降、貴業界の省エネ対策
の取組み計画（達成目標）及び省エネ効果見込みを
考慮し、目標設定の見直しを検討する必要があると
考える。

ご指摘の点については、会員会社の参加率を高くした
上で、今後、検討いたします。

「不参加会社の原単位は参加会社と比べると大きな
乖離があり、今後、不参加会社の低炭素社会実行
計画への参加が増えることにより、原単位が悪化す
る可能性が高い。」とあるが、新たな参加者が増えた
場合は原単位の絶対値は悪化する可能性がある
が、併せて基準年度の値も変化するため削減率で
目標を設定しているのであれば、本件は保守的な目
標にする理由にはならないのではないか。

基準年度（2009年度）の数値は、今後、参加会社が増
加したとしても、リース業界の標準的な指標として、変
動させることはいたしましせん。標準的な指標と比較す
ると、参加会社は着実に低炭素社会実行計画の目標を
達成していますが、不参加会社は指標を大幅に超える
水準となっています。参加会社の今後の増加、オフィス
移転等の流動的な要素もある中で、標準的な指標を設
定していることについて、ご理解賜ればと存じます。

（１）目標設定の前提となる将来見通し

2009年度のエネルギー原単位水準に対しておおよ
そ年1％の原単位改善を行うとの前提であり、震災
以降の節電効果の定着を見込んでいない。足下の
水準から毎年1％の削減を図るべきではないか。

東日本大震災により節電意識が一層高まりましたが、
目標を大きく上回る原単位の改善に大きく寄与している
のは、複数社の本社オフィス移転という要因であること
から、多くの会員会社が参加する目標として、東日本大
震災前の2009年度を基準年度としました。

平成２６年度評価・検証WG　事前質問・回答一覧（リース事業協会）

NO. 指 摘 回 答

１．目標設定について

リ
ー

ス
事
業
協
会

流
通
・
サ
ー

ビ
ス
Ｗ
Ｇ

ＢＡＴまたはベストプラクティスを示されたい。 資料に記載いたしました。

（２）指標の選択理由

2020年時点の総量削減目標についても設定してい
ただけないか。2020年度の活動量及びカバー率は
見込みで構わない。また、活動量見込みについては
変動するものと予想されることから、目標についても
活動量見込みの変動状況によって変更すべきであ
り、その変更条件（活動量変化に伴う変更方法）に
ついても記載すべきである。

会員会社の参加率が過半数に満たない中で総量削減
目標（見込みを含む）を設定することは相当困難であ
り、過去との対比が可能な原単位ベースを用いました。
ご指摘の「活動量変化に伴う変更方法」については、今
後の検討課題といたします。

目標指標を電力使用量としている企業がある。省エ
ネ法においても電気及び燃料、熱等のエネルギー
使用量の合理化を求めており、可能な限り燃料及び
熱等を含め、原則エネルギー使用量で目標設定す
る必要があると考える。
これまで（2008年度から2012年度）貴業界の参加企
業各社が取組んだ省エネ対策による削減効果と、目
標指標の推移はどうなっているか。
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11 Ⅲ． p.13

12 Ⅲ． p13

13 Ⅳ． p14

14 Ⅰ．（４） p.2

15 Ⅵ．（１） p16

16 Ⅱ．（３） p.10

17 Ⅰ．（３）② p.2

18 Ⅰ．（３）① 別紙１

19 Ⅰ．（３）② 別紙２

20 Ⅱ．（２）⑤ p.8

21 Ⅱ．（２）⑦ p.8

流
通
・
サ
ー

ビ
ス
Ｗ
Ｇ

リ
ー

ス
事
業
協
会

別紙２の各企業の目標水準及び実績値は、一部の
業界の一部の企業しか記載されていない。当委員
会の目的である業界の目標設定の妥当性や取組み
状況を検証するため、すべての企業を記載していた
だきたい。

本社部門のCO2削減についての工夫が今一つ不足
しているように思われる。きめ細かい分析をしてほし
い。別の調査によれば、社内の総点検によって数倍
もエネルギー消費が異なるような事例が報告されて
いる。

（２）2020年以降の低炭素社会実行計画・削減目標の検討状況

策定に向けた具体的な検討スケジュールを示すべ
きではないか。

2014年度の実績を踏まえ、2020年以降の低炭素社会
実行計画・削減目標を検討いたします。

（３）中小企業等への取組の水平展開
（４）消費者の取組に繋がる仕組み作り・情報発信
（５）その他

事例ベースでの取組を示されたい。
海外での削減貢献については、今後、記載が可能かど
うか検討いたします。

（７）革新的技術に関する取組
３．その他の取組について

低炭素社会実行計画に参加する104社を記載しました。
今後、不参加会社の参加を促してまいります。

「別紙６：実施した対策、投資額と削減効果」に記載
がない。
2013年度実績は、基準年度比▲18.7％であり、成果
をあげている。
貴業界の参加企業各社が取組んできた、省エネ対
策のメニューを教えてください。また、その省エネ対
策のメニュについて、参加企業全体の達成状況（実
施率）はどうなっているか。

参加会社のほとんどがオフィスを賃借しているため、省
エネルギー機器の投資額の記載はできません（賃料等
に含まれています）。
省エネ対策メニューについては、今後、状況を確認して
ご報告いたします。

別紙６に記載がない。
2014年度以降、貴業界の参加企業が取組む、省エ
ネ対策のメニューと今後の計画・達成目標等を教え
てください。

参加会社のほとんどがオフィスを賃借しているため、省
エネルギー機器の投資額の記載はできません（賃料等
に含まれています）。
省エネ対策メニューについては、今後、状況を確認して
ご報告いたします。

ご指摘については、今後、検討いたします。

個社の目標が不明。各社で目標を立てて臨むべき
ではないか。

各社の目標値を定めるのではなく、リース業界全体で
低炭素社会実行計画を進めてまいります。

別紙１：低炭素社会実行計画参加者リストにおい
て、事業所に記載がない。原油換算エネルギー使用
量が1,500kl/年以上となる事業所（省エネ法のエネ
ルギー管理指定工場等）に該当がある場合、「事業
所名」と「排出量」欄に記載していただきたい。

左記に該当する事業所はありません。

（１）カバー率の向上

カバー率はリース取扱高の79.4％（企業数で
41.9％）。引き続きカバー率向上に取り組むべき。

ご指摘のとおり、カバー率向上に努めてまいります。

（５）製品のライフサイクル、サプライチェーン全体での削減効果の評価

低炭素設備のリースについて近年事業が拡大傾向
しているようだが、この事業によるCO2削減効果を示
せないか検討してほしい。これは社会的には大変意
義のある事業のはず。ぜひ社会的にもアピールすべ
きと考える。

ご指摘については、個々のユーザーのCO2削減効果を
把握する必要があり、極めて難しい課題でありますが、
今後、検討いたします。

事例ベースでの取組を示されたい。
p16には同じ項目に「低炭素設備のリースにより、経
済界の低炭素設備の導入を支援する。」とあるが、
2020年までは本項目に取り組まないという判断が
あったのか。

事例については、今後、検討いたします。2013年度以
降においても、低炭素設備のリースにより経済界の低
炭素設備の導入をしてまいります。

（６）海外での削減貢献の取組
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